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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年９月期 2,239 11.0 202 △12.4 204 △11.6 147 △13.1

2024年９月期 2,017 － 231 － 231 － 169 －

（注）包括利益 2025年９月期 145百万円 （△14.3％） 2024年９月期 170百万円（－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年９月期 72.55 68.36 13.4 13.6 9.0

2024年９月期 83.75 78.04 16.0 15.7 11.5

（参考）持分法投資損益 2025年９月期 －百万円 2024年９月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年９月期 1,533 1,147 74.8 574.13

2024年９月期 1,476 1,061 71.7 518.36

（参考）自己資本 2025年９月期 1,146百万円 2024年９月期 1,058百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年９月期 31 △47 △126 1,061

2024年９月期 185 △17 55 1,204

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年９月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2025年９月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2026年９月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00 －

１．2025年９月期の連結業績（2024年10月１日～2025年９月30日）

（注）１．当社は、2023年９月期については、連結財務諸表を作成していないため、2024年９月期の対前期増減率は記載
しておりません。

２．2024年９月期の自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率は、連結初年度のため、それぞれ期末自己資本及
び期末総資産に基づいて計算しております。

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,700 20.6 160 △21.0 160 △21.8 112 △24.1 52.73

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年９月期 2,065,000株 2024年９月期 2,065,000株
②  期末自己株式数 2025年９月期 67,200株 2024年９月期 22,200株
③  期中平均株式数 2025年９月期 2,033,870株 2024年９月期 2,028,310株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年９月期 2,112 5.1 190 △17.3 190 △17.0 134 △20.2

2024年９月期 2,009 21.4 229 48.0 230 51.8 168 64.3

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年９月期 66.33 62.50

2024年９月期 83.32 77.63

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年９月期 1,484 1,133 76.4 567.36

2024年９月期 1,468 1,058 72.0 517.93

（参考）自己資本 2025年９月期 1,133百万円 2024年９月期 1,058百万円

３．2026年９月期の連結業績予想（2025年10月１日～2026年９月30日）

※  注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：有

新規  1社  （社名）株式会社Bridge Executive Search、除外  －社  （社名）－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無
（注）詳細は、添付資料Ｐ.13「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針

の変更に関する注記）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2025年９月期の個別業績（2024年10月１日～2025年９月30日）

（２）個別財政状態

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（「事業計画及び成長可能性に関する事項の開示」に関する開示時期の変更について）
　「事業計画及び成長可能性に関する事項の開示」について、これまで通期決算短信の開示時期である11月を目途
に開示する方針としておりましたが、諸般の事情を鑑みて開示時期を有価証券報告書の開示時期（12月）に変更い
たします。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度における我が国経済は、個人消費の増加や企業の設備投資の持ち直しなど全体的には緩やかな

回復基調が継続しております。一方で、国内の物価の高騰、国際情勢による地政学的リスクに伴うエネルギー価

格上昇や景気後退への懸念継続に加え、世界各国での政策の転換により、不確実性が高まっています。

　また、高度化・複雑化が増すビジネス環境下において、企業の経営課題は年々増える一方、企業を支える労働

力の面では、少子高齢化という社会問題も相まって働き手が不足している状況です。生産年齢人口は減少する一

方で、働き方の多様化が進みプロフェッショナル業務のアウトソーシングが拡大しております。

　このような状況の中、当社グループはグループ・ビジョンである「幸せの懸け橋に～人と企業を成長へ導く存

在であり続ける～」の実現に向け、「公認会計士の経験・知見・想いを集約し、最適配分を可能にするプラット

フォームを創る」というコーポレートミッションを掲げ、当社が運営する「会計士.job」のプロフェッショナル

人材データベースを活用し、クライアント課題に最適な人材を割り当て、「経営管理コンサルティングサービ

ス」、「プロフェッショナル人材の紹介」等、公認会計士人材の経験・知見をデータベース化・最適配分を通じ

て、経営管理の課題解決を支援するプロシェアリング事業及び付帯関連事業を拡大しております。

　2025年６月には、中小企業庁及び独立行政法人中小企業基盤整備機構による売上高100億円を目指して挑戦す

る企業・経営者を応援するプロジェクトにて100億宣言を行ない、特設サイト「100億企業成長ポータル」に、掲

載されました。売上100億円を目指す企業を中心に全国2,000社の企業成長を支援し、当社自身も2030年９月期で

100億円を目指します。

①　公認会計士事業

　当社が運営する公認会計士等(※)のためのワーキングプラットフォーム「会計士.job」では登録者数が2025

年９月時点で5,800名を超え、急速に変化する事業環境への対応を背景に成長を志向する企業へのご支援を拡

大しております。

　各企業ともに慢性的な人材不足の状況であり、上場準備会社からは管理体制整備のノウハウやリソース不足

に陥りやすく、IPO支援、リスクマネジメントサービスを中心に当社の提供する各サービスへの問合せが増加

し、支援社数も増加しております。

　各サービスへの問合せ対応や将来的な事業拡大のため採用の強化を進めております。ターゲット市場拡大と

して、上場企業向けのアカウンティングサービス（決算開示等）やリスクマネジメントサービス（J-SOX・内

部監査等）などの提供が増加しております。また、日本国内におけるスタートアップ企業の成長とIPOならび

にM&A業界のさらなる発展を目的に当社が運営しているBridge IPO/M&A Communityにて、IPO/M&A業界の関係者

との連携を強化するため「IPO/M&A業界発展のための情報交換会2024」を開催しました。2025年９月には登録

社数1,800社を超えており、今後もHPやメールマガジンでの業界に関する情報発信、対面での交流会やオンラ

インによるピッチイベントの開催など、成長を志向する企業の支援を拡大してまいります。また、即戦力の公

認会計士等に特化した人材マッチングサービス「会計士プレミアム」を提供開始しました。これは、「会計

士.job」のデータベースの中から、実績・評価データ及び属性データから一定の稼働実績をもとに新たにデー

タベース化することで「会計士プレミアム」内で主に上場企業の経理部門、人事部門、経営企画部門等所属の

方々が当該登録者情報の一部を閲覧できるようにしたものです。これにより、企業側が自社のプロジェクト等

への参画に適した登録者を検索の上、必要に応じて面談を行い、依頼前に判断いただくことが可能です。また

登録者側も特異な経験・スキルを保有していることを企業側にアピールすることができ、案件獲得（マッチン

グ）の機会を増やすことができます。さらには、当社は2025年９月１日、東京証券取引所TOKYO PRO Marketの

「J-Adviser」資格を取得いたしました。J-Adviser業務においても、当社と「会計士.job」に登録している全

国各地の公認会計士等が連携し、当社が上場前の上場適格性の調査確認や上場維持要件の適合状況の調査、内

部管理体制の構築や上場後の適時開示などの助言・指導を行うとともに、当社の公認会計士と「会計士.job」

からアサインされた公認会計士等が連携して内部管理体制の構築運用や上場後の適時開示などの業務支援を行

うことで、全国各地の企業のTOKYO PRO Market上場を支援することが可能となります。全国の中堅中小企業の

TOKYO PRO Marketへの上場を支援し、中長期的な成長への懸け橋となることを目指すとともに、当社自身の新

たな成長機会としてまいります。同じく９月に日本におけるプロマーケットの認知拡大・健全活用・成長支援

を通じて、未上場・中堅企業の資本市場アクセスを促進し、持続可能な経済発展に貢献することを目的に「プ

ロマーケット活用推進協会」を設立いたしました。東京証券取引所および福岡証券取引所がそれぞれ運営する

「プロマーケット」は、上場社数も年々増加傾向にあり、上場に至るまでのコストや開示負担を抑えつつ、企

業の信頼性向上や人材確保といった多くのメリットを有しています。プロマーケット活用推進協会は、このプ

ロマーケットという有効な資本市場の活用を促進し、成長企業に対して情報提供・支援・ネットワーキングの

場を提供することで、上場を「ゴール」ではなく「スタート」ととらえ、企業の持続的な成長と地域経済・日

本経済全体の活性化に寄与することを目指します。
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②　その他の事業

　その他の事業はHR事業であり、株式会社BridgeResourceStrategyによる人事・採用領域に特化したコンサル

ティング・スキルシェアリング及び2024年10月に設立しプロフェッショナル人材紹介サービスを提供するヒュ

ーマンリソースマネジメント事業部を分社化した株式会社Bridge Executive SearchによるCXO人材を中心とし

た人材紹介を行っております。

　上記を踏まえて、当連結会計年度では将来のための人材関連投資及びシステム投資を推進しております。

　以上の結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高2,239,359千円（前期比11.0％増）、営業利益202,618千円

（前期比12.4％減）、経常利益204,628千円（前年同期比11.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益147,560千

円（前期比13.1％減）となりました。

　※　公認会計士等：公認会計士（試験合格者含む）や米国公認会計士（試験合格者含む）他

　当社グループは、事業区分の見直しを行い、第１四半期連結会計期間よりセグメントを従来の「プロシェアリ

ング事業」から、「公認会計士事業」及び「HR事業」の２区分に変更しております。

　当社グループは、公認会計士事業を主要な事業としており、他の事業の重要性が乏しいため、セグメント情報

の記載を省略しております。

　なお、公認会計士事業の売上高と他の事業の売上高は以下のとおりであります。

①　公認会計士事業

　当社グループの主要な事業である公認会計士事業の売上高は2,095,272千円（前期比11.5％増）でありま

す。

②　その他の事業

　HR事業の売上高は144,087千円（前期比4.4％増）であります。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

　当連結会計年度末における資産合計は1,533,068千円となり、前連結会計年度末に比べ56,965千円増加いたし

ました。流動資産につきましては、1,413,232千円（前連結会計年度末比10,743千円増）となりました。これは

主に、投資有価証券の取得、自己株式の取得及び法人税等の支払により、現金及び預金が143,180千円減少しま

したが、売掛金が100,240千円及び自己株式取得に伴う預け金などのその他流動資産が43,251千円増加したこと

によるものであります。固定資産につきましては、119,836千円（前連結会計年度末比46,222千円増）となりま

した。これは主に、投資有価証券の取得によるものです。

（負債）

　当連結会計年度末における負債合計は385,557千円となり、前連結会計年度末に比べ29,423千円減少いたしま

した。流動負債につきましては、348,057千円（前連結会計年度末比11,423千円減）となりました。これは主

に、買掛金が22,214千円及び短期借入金が9,000千円増加したものの、１年内返済予定の長期借入金が16,680千

円及び未払法人税等が10,540千円減少したことによるものです。固定負債につきましては、37,500千円（前連結

会計年度末比18,000千円減）となりました。これは長期借入金が減少したことによるものです。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産合計は1,147,511千円となり、前連結会計年度末に比べ86,389千円増加いた

しました。これは主に、当連結会計年度において、自己株式を59,465千円取得したものの、親会社株主に帰属す

る当期純利益を147,560千円計上し利益剰余金が増加したことによるものです。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は1,061,305千円（前連結会計

年度末比143,180千円減）となりました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は31,445千円（前年同期は185,973千円の資金の獲得）となりました。これは主

に運転資本の増加及び法人税等69,583千円の支払が生じたものの、税金等調整前当期純利益204,628千円を計上

したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は47,905千円（前年同期は17,854千円の資金の使用）となりました。これは主に

投資有価証券の取得により46,980千円支出したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は126,720千円（前年同期は55,478千円の資金の調達）となりました。これは主

に自己株式の取得による支出60,060千円、自己株式取得のための預け金による支出40,980千円及び長期借入金の

返済による支出34,680千円によるものです。

（４）今後の見通し

１．当社全体の見通し

当社は、ワーキングプラットフォーム「会計士.job」というメディアを運営しております。当メディアの登録者

数は様々な経験と知見を有している公認会計士等が2025年９月時点で5,800名を突破しており、１年間の稼働者数

は373名となっております。当社所属のコンサルタントは、クライアントニーズに適合したサービスを提供するた

め「会計士.job」の登録者から最適なパートナー会計士を抽出・アサインし、プロジェクトを実行していくという

プロシェアリングモデルを活用しております。プロシェアリングモデルを活用することにより、より細かいニーズ

に的確に対応したサービスが可能となること、及び5,800名超というリソースにより、ご依頼からサービス提供ま

でのセットアップ期間が短く、リソースを効率よく活用していくことにより、適切な価格でのサービス提供が可能

となっております。

提供サービスとしては、設立時から一貫してIPOを志向されるクライアントが多く、IPO支援に関して2025年１月

から９月までのIPO会社への関与割合が22.2％の実績を誇っており、IPOに向けて発生する課題を過去の経験や最新

の状況を踏まえて効率的に解決していくことが可能となっております。また、決算開示や内部管理体制の整備、

M&Aに関連したサポートなど企業成長において継続して生じるクライアントニーズに対しても必要なリソースを提

供し解決しております。これらの支援はコンサルタント及びパートナー会計士がクライアントとチーム一丸とな

り、口頭でのアドバイスのみではなく、実際に手を動かす形での支援を実施しております。当社はこれまでに積み

重ねてきたノウハウのチェックリスト化や、業務オペレーションの最適化により、IPO準備を始めとしたクライア

ントの経営管理の有効性の向上と業務の効率性の両立を追求しております。

高度化・複雑化が増すビジネス環境下において、企業の経営課題は年々増える一方、企業を支える労働力の面で

は、少子高齢化という社会問題も相まって働き手が不足している状況です。生産年齢人口は減少する一方で、働き

方の多様化が進みプロフェッショナル業務のアウトソーシングが拡大しております。

　各企業ともに慢性的な人材不足の状況であり、上場準備会社からは管理体制整備のノウハウやリソース不足に陥

りやすく、IPO支援、リスクマネジメントサービスを中心に、また、上場会社からはリスクマネジメントサービ

ス、アカウンティングサービスを中心に当社の提供する各サービスへの問合せが増加しております。このような状

況に対応するため、当社が運営する公認会計士等のためのワーキングプラットフォーム「会計士.job」の更なる登

録者数及び稼働するパートナー会計士を増加させることにより、急速に変化する事業環境への対応を背景に成長を

志向する企業へのご支援を拡大してまいります。

当社が運営する公認会計士に特化したワーキングプラットフォーム「会計士.job」から派生して、即戦力の公認

会計士等に特化した人材マッチングサービスである「会計士プレミアム」を主に上場会社向けに提供しておりま

す。実績・評価データ及び属性データから一定の稼働実績をもとに新たにデータベース化し、「会計士プレミア

ム」内で主に上場企業の経理部門、人事部門、経営企画部門等所属の方々が当該登録者情報の一部を閲覧可能にし

ました。これによりクライアントが自社のプロジェクト等への参画に適した登録者を検索でき、必要に応じて面談

も行うことでパートナー会計士の稼働の最大化を目指します。

各サービスへの問合せ対応や将来的な事業拡大のため引き続き採用の強化を進めております。また、Bridge 

IPO/M&A Communityにおいて、会員同士の交流会の実施などにより、成長を志向する企業の支援を拡大してまいり
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ます。

2026年９月期の業績見通しにつきましては、売上高2,700,000千円（前期比20.6％増）、営業利益160,000千円

（同21.0％減）、経常利益160,000千円（同21.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利益112,000千円（同24.1％

減）を予想しております。

２．業績予想の前提条件

（１）売上高

当社は事業を「リスクマネジメントサービス」、「アカウンティングサービス」、「ファイナンシャルアドバイ

ザリーサービス」、「プロフェッショナル人材紹介サービス」等のサービスを分類して、IPO準備会社向け及び上

場会社向けに展開しております。売上高はサービスラインごとの「顧客単価×顧客数」により算出しております。

顧客単価は実績を参考に平均単価を推計し、顧客数は実績の継続率を参考に新規顧客数と継続顧客数を算定して月

次受注額を算出し、売上計上までのリードタイムを加味して売上高を算定しております。

具体的には、「リスクマネジメントサービス」、「アカウンティングサービス」においては、既存顧客との契約

の更新から発生するランニング売上に、2026年９月期において想定される新規契約案件からもたらされる売上金額

を加算して算出しております。「ファイナンシャルアドバイザリーサービス」においては、過去の上場企業などの

M＆Aを志向する会社からの引き合いを参考に、「プロフェッショナル人材紹介サービス」等においては、IPO市場

の傾向と当社の過去IPO実績等を踏まえながら想定した新規案件に関する売上高を現在進行中のプロジェクトに関

する売上に加算して算出しております。

自社のコンサルタント人材を採用するとともに、「会計士.job」の登録者を増加させることにより受注余力を高

め、より幅広いサービスを提供することで顧客単価の上昇及び顧客数の増加を図り、一層の成長へ向けて取り組ん

でまいります。

売上高について、2026年９月期では既存顧客からの契約継続や新規顧客からの契約獲得によるクライアント数増

加並びに自社のコンサルタント人材の増員による受注可能案件数の増加により、前期を上回る売上高を見込んでお

ります。

これらの結果、売上高は2,700,000千円（前期比20.6％増）を見込んでおります。

（２）売上原価、売上総利益

売上原価の主な内訳は、「会計士.job」登録者に対する業務委託料であります。2026年９月期に稼働すると見込

まれる契約数に必要とされる工数をもとに計算しております。また、プロフェッショナル人材紹介サービスについ

ては採用候補者の外部データベース使用料として支払う金額であり、外部データベースを利用しないケースもある

ため平均した原価率を仮定して策定しております。

売上原価について、2026年９月期では案件数増加に伴い「会計士.job」登録者に対する業務委託料も、売上高に

連動して増加すること及び「会計士プレミアム」の拡販等も見込んでおります。

これらの結果、売上原価は1,300,000千円（前期比25.1％増）、売上総利益は1,400,000千円（同16.7％増）を見

込んでおります。

（３）販売費及び一般管理費、営業利益

販売費及び一般管理費の主な内訳は、人件費及び採用研修費であり７割超を占めております。人件費及び採用研

修費については、将来の人員計画に基づき算出しております。

人件費について、2026年９月期でも引き続き将来の成長への投資として継続的に自社のコンサルタント人材の採

用活動を進めており、前期比30.2％増の917,000千円を見込んでおります。

また、「会計士.job」登録者数及び稼働率の上昇のため「会計士.job」の開発強化、「会計士プレミアム」の拡販

に取り組んでまいります。

これらの結果、販売費及び一般管理費は1,240,000千円（前期比24.3％増）、営業利益は160,000千円（同21.0％

減）を見込んでおります。

（４）営業外損益、経常利益

営業外損益は発生が見込まれる営業外収益、営業外費用を想定して算出しております。営業外収益として受取手

数料を、営業外費用として借入金にかかる支払利息の発生を見込んでおります。

これらの結果、経常利益は160,000千円（前期比21.8％減）を見込んでおります。
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（５）特別損益、当期純利益、親会社株主に帰属する当期純利益

特別損益に関しましては該当事項が無いため想定しておりません。

親会社株主に帰属する当期純利益は、法人税等を考慮して112,000千円（前期比24.1％減）を見込んでおりま

す。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社は、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。な

お、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年９月30日）

当連結会計年度
（2025年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,204,485 1,061,305

売掛金 173,641 273,881

前渡金 8,987 8,198

前払費用 14,186 32,610

貸倒引当金 △539 △7,741

その他 1,727 44,979

流動資産合計 1,402,489 1,413,232

固定資産

有形固定資産

建物 18,320 18,320

減価償却累計額 △13,287 △15,020

建物（純額） 5,032 3,299

工具、器具及び備品 1,678 2,530

減価償却累計額 △947 △1,447

工具、器具及び備品（純額） 730 1,082

有形固定資産合計 5,763 4,382

投資その他の資産

投資有価証券 18,716 64,749

繰延税金資産 31,203 32,700

敷金 17,930 18,003

投資その他の資産合計 67,850 115,453

固定資産合計 73,613 119,836

資産合計 1,476,102 1,533,068

負債の部

流動負債

買掛金 75,118 97,332

短期借入金 － 9,000

１年内返済予定の長期借入金 34,680 18,000

未払金 32,790 31,287

未払費用 47,253 48,915

未払法人税等 44,800 34,259

契約負債 7,986 8,499

預り金 29,071 30,802

賞与引当金 45,990 50,686

役員賞与引当金 10,401 －

その他 31,387 19,273

流動負債合計 359,480 348,057

固定負債

長期借入金 55,500 37,500

固定負債合計 55,500 37,500

負債合計 414,980 385,557

純資産の部

株主資本

資本金 182,583 182,583

資本剰余金 347,072 347,072

利益剰余金 529,467 677,027

自己株式 △222 △59,687

株主資本合計 1,058,900 1,146,996

非支配株主持分 2,220 515

純資産合計 1,061,121 1,147,511

負債純資産合計 1,476,102 1,533,068

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年10月１日

至　2024年９月30日）

当連結会計年度
（自　2024年10月１日

至　2025年９月30日）

売上高 2,017,730 2,239,359

売上原価 928,660 1,039,498

売上総利益 1,089,070 1,199,861

販売費及び一般管理費 857,859 997,243

営業利益 231,210 202,618

営業外収益

受取利息 92 1,568

受取手数料 819 918

消費税差額 2 1,290

その他 43 512

営業外収益合計 958 4,289

営業外費用

支払利息 818 822

投資事業組合運用損 － 861

自己株式取得費用 － 594

その他 － 1

営業外費用合計 818 2,279

経常利益 231,350 204,628

税金等調整前当期純利益 231,350 204,628

法人税、住民税及び事業税 61,932 60,270

法人税等調整額 △681 △1,497

法人税等合計 61,251 58,773

当期純利益 170,098 145,854

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△）
220 △1,705

親会社株主に帰属する当期純利益 169,877 147,560

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年10月１日

至　2024年９月30日）

当連結会計年度
（自　2024年10月１日

至　2025年９月30日）

当期純利益 170,098 145,854

包括利益 170,098 145,854

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 169,877 147,560

非支配株主に係る包括利益 220 △1,705

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 181,473 345,963 359,589 △222 886,804

当期変動額

新株の発行 1,109 1,109 2,218

親会社株主に帰属する当期
純利益

169,877 169,877

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 1,109 1,109 169,877 － 172,096

当期末残高 182,583 347,072 529,467 △222 1,058,900

非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 － 886,804

当期変動額

新株の発行 2,218

親会社株主に帰属する当期
純利益

169,877

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

2,220 2,220

当期変動額合計 2,220 174,317

当期末残高 2,220 1,061,121

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2023年10月１日　至　2024年９月30日）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 182,583 347,072 529,467 △222 1,058,900

当期変動額

親会社株主に帰属する当期
純利益

147,560 147,560

自己株式の取得 △59,465 △59,465

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 147,560 △59,465 88,095

当期末残高 182,583 347,072 677,027 △59,687 1,146,996

非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 2,220 1,061,121

当期変動額

親会社株主に帰属する当期
純利益

147,560

自己株式の取得 △59,465

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△1,705 △1,705

当期変動額合計 △1,705 86,389

当期末残高 515 1,147,511

当連結会計年度（自　2024年10月１日　至　2025年９月30日）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年10月１日

至　2024年９月30日）

当連結会計年度
（自　2024年10月１日

至　2025年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 231,350 204,628

減価償却費 2,080 2,232

貸倒引当金の増減額（△は減少） △51 7,202

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,552 4,695

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 4,401 △10,401

投資事業組合運用損益（△は益） － 861

自己株式取得費用 － 594

受取利息 △92 △1,568

支払利息 818 822

売上債権の増減額（△は増加） 12,420 △100,240

仕入債務の増減額（△は減少） 410 22,214

未払金の増減額（△は減少） 9,172 △1,503

未払費用の増減額（△は減少） △2,029 1,661

契約負債の増減額（△は減少） 2,898 513

その他 △6,261 △31,431

小計 243,565 100,282

利息及び配当金の受取額 92 1,568

利息の支払額 △818 △822

法人税等の支払額 △56,865 △69,583

営業活動によるキャッシュ・フロー 185,973 31,445

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,744 △852

投資有価証券の取得による支出 △15,000 △46,980

敷金及び保証金の差入による支出 △1,110 △73

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,854 △47,905

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 9,000

長期借入れによる収入 90,000 －

長期借入金の返済による支出 △38,739 △34,680

株式の発行による収入 2,218 －

自己株式の取得による支出 － △60,060

自己株式取得のための預け金の増減額（△は増

加）
－ △40,980

非支配株主からの払込みによる収入 2,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 55,478 △126,720

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 223,597 △143,180

現金及び現金同等物の期首残高 980,888 1,204,485

現金及び現金同等物の期末残高 1,204,485 1,061,305

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっ

ております。

　なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当グループの報告セグメントは、当グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当社は主に包括的な戦略の立案及び「公認会計士事業」の実施、グループ企業は取り扱うサービス別に事業

を展開しております。

　当社グループは、各社のサービス別のセグメントから構成されており「公認会計士事業」及び「HR事業」の

２つの報告セグメントとしております。

　「公認会計士事業」は、公認会計士等に特化したプロシェアリングサービスを提供しております。「HR事

業」は、採用領域に特化した実務コンサルティング、スキルシェアリング事業及びプロフェッショナル人材紹

介サービスを提供しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方

法と概ね同一であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度

　当社グループは、公認会計士等に特化したプロシェアリング事業を行う「公認会計士事業」の他にセグメン

トとして「HR事業」がありますが、「公認会計士事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度

　当社グループは、公認会計士等に特化したプロシェアリング事業を行う「公認会計士事業」の他にセグメン

トとして「HR事業」がありますが、「公認会計士事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

（報告セグメントの変更等に関する事項）

　当社グループは、経営管理における課題を解決することで積み重ねてきたナレッジのシェアを軸とした「経

営管理コンサルティングサービス」等、公認会計士人材の経験・知見のデータベース化・最適配分を通じて、

経営管理の課題解決を支援するプロシェアリング事業及び付帯関連事業を実施しております。2024年10月株式

会社Bridge Executive Searchの設立を契機に、当社は強みである「会計士.job」を中心とした公認会計士事
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業に集中し、グループ会社はそれぞれが有する専門性の高い事業へ集中する体制を構築していくことが重要と

判断しました。そのため、各事業の計画の進捗を適正に管理・評価する観点から、当連結会計年度より、セグ

メントを従来の「プロシェアリング事業」から、「公認会計士事業」及び「HR事業」の２区分に変更しており

ます。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の区分方法に基づき開示しております。
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前連結会計年度
（自　2023年10月１日

至　2024年９月30日）

当連結会計年度
（自　2024年10月１日

至　2025年９月30日）

１株当たり純資産額 518.36円 574.13円

１株当たり当期純利益 83.75円 72.55円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 78.04円 68.36円

前連結会計年度
（2024年９月30日）

当連結会計年度
（2025年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 1,061,121 1,147,511

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 2,220 515

（うち非支配株主持分（千円）） （2,220） （515）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,058,900 1,146,996

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
2,042,800 1,997,800

前連結会計年度
（自　2023年10月１日

至　2024年９月30日）

当連結会計年度
（自　2024年10月１日

至　2025年９月30日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 169,877 147,560

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（千円）
169,877 147,560

普通株式の期中平均株式数（株） 2,028,310 2,033,870

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 148,550 124,791

（うち新株予約権（株）） （148,550） （124,791）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

－ －

（１株当たり情報）

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。
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（重要な後発事象）

（連結子会社の吸収合併）

当社と株式会社BridgeResourceStrategyとの吸収合併

　 当 社 は 、2025年 ９ 月30日 開 催 の 取 締 役 会 決 議 に 基 づ き 、当 社 の 連 結 子 会 社 で あ る 株 式 会 社

BridgeResourceStrategyを2026年１月１日付で吸収合併を行うことといたしました。なお、2025年11月７日付で

合併契約を締結しております。

（1）企業結合の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

　結合当事企業の名称　株式会社BridgeResourceStrategy

　事業の内容　　　　　採用実務戦略コンサルティング

②企業結合日

　2026年１月１日（予定）

③企業結合の法的形式

　当社を存続会社、株式会社BridgeResourceStrategyを消滅会社とする吸収合併

④結合後企業の名称

　ブリッジコンサルティンググループ株式会社

⑤その他取引の概要に関する事項

　当社は、2024年４月において企業は限られた予算・リソースの中で組織作りを行う為に、それらを担う人

事組織の構築が最重要課題となっていく中で、『どんなフェーズの企業でもハイレベルの人事組織を身近

に』をミッションに掲げ、企業組織の成長を外部からご支援するプロ集団として、人事・採用領域に特化し

たコンサルティング・スキルシェアリング事業を展開する株式会社BridgeResourceStrategyを設立しました

が、当社の2030年９月期で100億円を目指す上で、事業の一体運営による経営の合理化、業務の効率化のた

め吸収合併することといたしました。

（2）実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理する予定です。

当社と株式会社Bridge Executive Searchとの吸収合併

　当社は、2025年11月７日開催の取締役会決議に基づき、当社の連結子会社である株式会社Bridge Executive 

Searchを2026年１月１日付で吸収合併を行うことといたしました。なお、2025年11月７日付で合併契約を締結し

ております。

（1）企業結合の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

　結合当事企業の名称　株式会社Bridge Executive Search

　事業の内容　　　　　プロフェッショナル人材紹介サービス

②企業結合日

　2026年１月１日（予定）

③企業結合の法的形式

　当社を存続会社、株式会社Bridge Executive Searchを消滅会社とする吸収合併

④結合後企業の名称

　ブリッジコンサルティンググループ株式会社
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(1) 払込期日 2025年12月１日

(2) 発行新株式数 当社普通株式　100,000株

(3) 発行価額 １株につき1,275円

(4) 調達資金の額 127,500,000円

(5)
募集又は割当方法

（割当予定先）

第三者割当の方法により、以下のとおり割り当てます。（以下「割当予

定先」といいます。）

辻・本郷ビジネスコンサルティング1号有限責任事業組合　100,000株

(6) その他
前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とす

る。

⑤その他取引の概要に関する事項

　当社は、2024年10月に今後の成長のための本格的なグループ経営体制への移行を見据え、当社は強みであ

る「会計士.job」を中心とした公認会計士事業に集中し、グループ会社はそれぞれが有する専門性の高い事

業へ集中する体制を構築していくことが重要と判断し、株式会社Bridge Executive Searchを設立し、同12

月にプロフェッショナル人材紹介サービスを提供するヒューマンリソースマネジメント事業部を分社化する

こととしましたが、当社の2030年９月期で100億円を目指す上で、事業の一体運営による経営の合理化、業

務の効率化のため吸収合併することといたしました。

（2）実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理する予定です。

（第三者割当増資による新株式の発行）

　当社は、2025年11月14日開催の取締役会において、2025年12月１日を払込期日とする第三者割当による新株式

の発行を行うことを決議いたしました。

１．第三者割当増資の概要は次のとおりであります。

２．募集の目的・理由

　昨今、急速な経済環境の変化とともに、企業経営におけるCFO（最高財務責任者）の重要性がこれまでにな

く高まっています。

　デジタルトランスフォーメーション、ESG経営、グローバル資金調達、地政学リスクなど、企業を取り巻く

課題が多様化・複雑化する中で、CFOは「財務の番人」から「経営の共同経営者」への進化が求められていま

す。

　とりわけ、スタートアップや上場準備企業では、資本政策の立案、資金調達戦略、内部統制や開示対応、IR

体制の整備など、経営の中枢に財務的意思決定が求められる場面が増加しています。

　その中心的役割の一旦を担える可能性が高いのが、会計・監査・経営の三領域に精通する公認会計士出身の

CFOであると考えています。

　公認会計士は、会計・税務の専門知識に加え、リスクマネジメント、内部統制、開示、M&A、企業価値評価

など、CFOに求められるスキルを体系的に備えています。特に、上場支援や監査業務を通じて多数の企業の経

営実態を見てきた経験は、経営判断における客観性・論理性・信頼性の源泉となります。

　今後、公認会計士が企業成長とガバナンスを両立させる“戦略的財務人材”として、経済社会をリードする

ことにより、日本企業の資本効率・成長力・国際競争力の向上に貢献する流れを作る必要性があります。

　そのため、この度、国内最大級の税理士法人グループを一代で築いた公認会計士である本郷孔洋氏（グルー

プ会長）の全面的なバックアップを受け、辻・本郷税理士法人を中心とする辻・本郷グループ（以下、「辻・

本郷グループ」という。）と当社がタッグを組み、「数字に強く、経営に寄り添うCFO」の育成・輩出に取り

組んでいくことになりました。また、同時に公認会計士業界のリーディングカンパニーとして、当社自身の企

業価値向上にも全面的に支援を受けることとなりました。
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① 払込金額の総額 127,500,000円

② 発行諸費用の概算額 1,600,000円

③ 差引手取概算額 125,900,000円

具体的な使途 金額（円） 支出予定時期

① 人材関連投資費用 80,000,000 2025年12月～2027年９月

② オープンアライアンス投資費用 45,900,000 2025年12月～2027年９月

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期

（1）調達する資金の額

（2）調達する資金の具体的な使途

※調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座等で管理する予定です。

　人材関連投資費用については、持続的な事業の拡大に向けた人材基盤の拡充に係る採用費や採用後のオ

ンボーディングに係る期間の費用などを予定しております。

　オープンアライアンス投資費用については、当社が提供可能なサービスだけでなく、他社サービスと連

携することで外部のノウハウや経営資源を幅広く活用し、クライアントの多様なニーズに応える総合的な

サービス提供体制を構築することで新たな価値を創造するための費用としてシナジーを見込める経営管理

の支援を行う企業への出資による業務資本連携などに投下していく予定です。

　いずれも支出の正確なタイミングを予測することには限界があるため、支出予定時期は、会計期間ごと

に記載するのではなく、一定程度確実に支出が見込まれる期間を記載しています。なお、支出予定時期が

変更になった場合は、速やかに開示いたします。
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